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　原子力施設周辺に分布する断層の位置や長さを特定することは，基準地震動の策定に大きく影響することか

ら，その評価にあたっては科学的な根拠に基づき評価する必要がある．特に，多くの原子力施設は，海岸付近

に立地していることを踏まえると，海域と陸域の境界域（以下，「海陸境界域」という．）に推定される断層

の位置や長さを調べることは，原子力施設の安全性向上の観点から極めて重要である．しかしながら，海域と

陸域とでは物理探査データ取得に際し調査仕様が異なるため，両地域において同じ品質のデータが得られな

い，あるいは地形の制約により海陸境界域においてデータ取得ができない領域，すなわち，データの空白域が

生じることから，海陸境界域に推定される断層構造の抽出には困難さが伴う． 

　そこで，これらの課題を解決するため，本研究では，近年開発された航空機（回転翼）を用いて空中から重

力偏差法探査を行う手法（以下，「空中重力偏差法探査」という．）により，海域から陸域にかけて断層が延

伸していると推定される地域のひとつである茨城県北部地域を調査対象とし，断層構造抽出可能性の検討を行

うことを目的とした．調査範囲は，茨城県北茨城市，高萩市，日立市及びその周辺海域を含む約300km2であ

る。調査は，探査ヘリコプターに搭載されたFALCON AGGシステムにより，東西方向の主測線（250m間

隔）と南北方向の交差測線（2.5km間隔）上を対地高度150m一定で，探査飛行した． 

　取得した重力偏差データは，同時に計測された地形データにより地形補正を行うとともに，海底地形データ

を用いた水深補正を施し，フーリエ変換法によって陸域から海陸境界域を通り，海域まで連続した鉛直重力偏

差異常図，水平重力偏差異常図及び合成重力異常図を作成することに成功した．これらの図面から得られた特

徴は，以下の通りである．（１）調査地域中央北部から東南東にかけて，高/低鉛直重力偏差異常の境界（以

下，「ゼロ値線」という．）が急勾配を伴い分布する．このゼロ値線は，駒木断層及びF12断層（地質調査

所,1957;日本原電（株）,2015）のやや南西側に位置し，高鉛直重力偏差異常がこのゼロ値線の北東側に分布

することから，南西傾斜の正断層であると考えられる．この特徴は，既往文献による地質調査の結果とも調和

的である．また，この対をなす高/低鉛直重力偏差異常は，陸域から海岸域に連続的に分布することから，駒木

断層～F12断層は一連の断層であることが推定される．（２）調査地域中央部には，顕著な低鉛直重力偏差異

常（負値）帯が，高鉛直重力偏差異常（正値）に挟まれるように北西－南東方向に分布している．20万分の

1地質図「白河」及び「水戸」（久保ほか，2007；吉岡ほか，2001）によると，この低鉛直重力偏差異常帯

は大局的に見ると密度の高い岩石から構成される日立変成岩類と阿武隈変成岩類の境界付近に対応しているよ

うに見える．一方，水平重力偏差異常図に着目すると，上述のゼロ値線と高水平重力偏差異常が対応している

こと，ゼロ値線の北側で急勾配を南側で緩勾配をそれぞれ示すことから，高角度で南西傾斜を有する正断層の

存在を示唆する． 

　本研究では，海陸境界域での断層構造を検出できたことが大きな成果であるとともに，これまで陸域と海域

で別々に想定されていた断層が連続性を有する可能性が明瞭に示された．なお，平成28年12月28日に発生し

た茨城県北部地域を震源とする地震（Mj6.3）の余震分布及びこの地震に伴って観測された地殻変動と重力偏

差異常分布との関係についても速報的に紹介する． 
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